
新型インフルエンザ等対策政府行動計画における 
未発生期の関係省庁対応事項の進捗状況について 

（概要） 

資料１－１ 

平成２６年１１月７日 
内閣官房新型インフルエンザ等対策室 

○ 政府行動計画の未発生期に記載された内容についての各府省

庁の対応について、昨年のフォローアップ以後、新たに実施した事

項を中心に整理したもの。（詳細は資料１－２を参照） 

○ 今後も１年に１度定期的にフォローアップを行う予定。 

○ 本資料は、平成２６年１０月２４日時点のものである。 



１．新型インフルエンザ等の発生に備えた行動計画等の作成 
○平成２６年３月までにすべての都道府県で行動計画を作成。市町村、指定（地方）公共機関では、 
    行動計画・業務計画を作成中であり、引き続き、作成を支援。（【資料１－３】参照）≪１≫ 
        ※市町村については、１７４１市町村中６２９市町村が行動計画作成済 
      ※指定公共機関については、１０２機関中１００機関が業務計画作成済 
      ※指定地方公共機関については、９４９機関中２２３機関が業務計画作成済 
 
２．訓練の実施等、体制の整備・連携強化 
○「新型インフルエンザ等対策中央省庁業務継続ガイドライン」を改定（平成２６年３月）し、関係省庁で
適宜、業務継続計画の改定等を実施中（４省庁で改定済み、他多数の省庁で改定予定）。今後、関
係省庁の状況を随時把握していく。≪２≫ 

○政府全体で「新型インフルエンザ等対策訓練」を実施（平成２６年１月）。今年度も行う方向で調整中
（【資料２】参照）。≪３≫ 

○地方公共団体等の実践的な訓練・研修に資するよう、新型インフルエンザ等発生時の行政対応訓
練・研修ツール（映像）を作成し、ＨＰに公開。≪３≫ 

○「市町村行動計画作成の手引き」を作成（平成２５年１１月）し、市町村行動計画の作成を支援。 
 ≪４≫ 
○指定公共機関等との連携のため、情報交換会を開催（平成２６年９月）。≪４≫ 
 
３．国際間の連携 
○国際機関等と連携し、新型インフルエンザ発生時等の情報共有・協力体制を構築するとともに、海
外の人材育成のための専門家派遣や国内医療従事者の現地研修、感染症対策に資する調査研究
（※）等を実施。≪６、８、１１等≫ 

   ※研究の詳細については、【資料１－４】参照 

※≪ ≫については、資料１－２の番号を指すものとする。 

１ 実施体制 
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２ サーベイランス・情報収集 

１．情報収集 
○国際機関（ＷＨＯ、ＯＩＥ、ＦＡＯ）、研究機関（感染研、理研等）、都道府県等を通じ、新型インフルエン
ザ、鳥インフルエンザ等の情報を収集。≪１３≫ 

 
２．通常のサーベランスの実施 
○季節性インフルエンザの発生状況等の把握。≪１４～１６≫ 
○鳥類や豚が保有するインフルエンザウイルスの情報の収集。≪１８≫ 
 
３．調査研究 
○プレパンデミックワクチンの製剤化済みのワクチンを用いた臨床研究の実施、新型インフルエンザ対
策に関する国内外における疫学エビデンスのまとめ・公表等により、季節性インフルエンザ及び新型
インフルエンザに関する科学的知見を集積。（【資料１－４】参照）≪２０≫ 

１．継続的な情報提供 
○メールマガジン（感染症エクスプレス等）、Ｔｗｉｔｔｅｒ、ＨＰ等において、継続的に国民等に新型インフル
エンザ等に関する情報提供を実施。≪２１、２２≫ 

 
２．体制整備等 
○発生時に、ＨＰ掲載と連携し、首相官邸Ｔｗｉｔｔｅｒにおいても情報提供が可能な体制を整備。≪２３≫ 
○国民に対して、現時点での新型インフルエンザ等に対する認識等の調査を実施。今後、これを踏ま
え、提供する情報の内容等を検討。（【資料１－５】参照） ≪２３≫ 

３ 情報提供・共有 



１．対策実施のための準備 
○インフルエンザ予防の啓発ポスター、Ｔｗｉｔｔｅｒ、映像、ＨＰ等を活用し、基本的な感染対策等を周 
  知。≪２４～２６≫ 
○水際対策関係者について、関係機関との連携についての訓練、感染症連絡会議等を実施。 
                                                     ≪２８、３１≫ 
○発生時の公共交通機関における、国民生活・国民経済の安定確保のために可能な限りの運行を前
提にした対策について、学識経験者等から構成する検討会を開催し、方向性を提示。（【資料１－４】
参照）≪３２≫ 

 
２．予防接種 
○新型インフルエンザワクチンの細胞培養法による生産体制を実用化。平成３０年度中に全国民分の
新型インフルエンザワクチンを約半年で生産できる体制を整備することを目指す。（【資料１－４及び
１－６】参照）≪３３≫ 

○Ｈ５Ｎ１プレパンデミックワクチンの備蓄。また、Ｈ７Ｎ９プレパンデミックワクチンの国内臨床試験を開
始。（【資料１－６】参照） ≪３５≫ 

   ※Ｈ５Ｎ１プレパンデミックワクチンの原液について、①平成２３年度 約１０００万人分（アンフィ株）②平成２４年度 約１０００万人分
（チンハイ株）③平成２５年度 約１０００万人分（ベトナム/インドネシア株）を備蓄。平成２６年度 約１０００万人分（アンフィ株）を備
蓄予定。 

○特定接種について、医療分野の申請登録の審査を実施するとともに、医療分野と国民生活・国民経
済安定分野の登録に係るＷｅｂシステムを構築中。（【資料１－７】参照） ≪４０、４１≫ 

○住民接種について、市町村における体制構築等のための手引きを策定。≪４３～４５≫ 
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４ 予防・まん延防止 
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１．新型インフルエンザ等の発生に備えた業務計画の作成等 
○指定（地方）公共機関に対し、情報交換会の開催（平成２６年９月）等により、業務計画等の作成を  
   支援。≪６５≫ 
○関係省庁を通じ、新型インフルエンザ等発生時に弾力運用が必要となる法令について調査を実施   
  し、各省庁の検討結果をとりまとめ、公表。≪６６≫ 
 
２．緊急物資の供給のための体制整備 
○発生時における医薬品、食料品等の緊急物資の流通や運送の確保のため、製造・販売、運送を行
う事業者である指定（地方）公共機関等に対し、事業継続計画の作成等の事業継続に向けた取組を
支援。≪６７≫ 

６ 国民生活及び国民経済の安定の確保 

１．地域医療体制の整備、手引きの策定等 
○発生時の都道府県等における医療体制について、都道府県における行動計画の策定支援や消防
機関と衛生主管部局・医療機関との連携支援等により、その整備を推進。≪４８≫ 

○新型インフルエンザ治療ガイドラインを作成。≪５４≫ 
○季節性インフルエンザやＨ７Ｎ９ウイルスも診断可能な高感度で簡易な診断システムを構築。（【資  
  料１－４】参照）≪５７≫ 
 
２．抗インフルエンザウイルス薬の研究・備蓄 
○抗インフルエンザウイルス薬の効果について研究を実施。（【資料１－４】参照）≪６０≫ 
○国及び都道府県において、必要な抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量を確保。（【資料１－６】参 
   照） ≪６１≫ 
   ※国はタミフル３０００万人分、リレンザ３００万人分を、都道府県はタミフル２４２０万人分、リレンザ５８６万人分を備蓄済み。 

５ 医療 
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